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An Educational Practice of “Educational History and Thought” in English  
 
























英語教育は小学校 5 年、6 年生を対象とした外国語活動として位置づけられて
いた。しかしながら、新学習指導要領では、外国語活動の開始を小学校 3 年生




る (藤田  2017:76)。  
 「教育原理」という科目は 1 年開講の卒業必修・小学校・幼稚園教諭免許状










































を使用し、松原岳行著第 1 章第 2 節の「近代教育学の批判―教育のこれからを






















〇冨永光昭著 第 11 章 「特別支援教育の展望」  
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〇奥野佐矢子著 第 13 章 「道徳教育と『心のノート』」  
 この授業では、学生らにレポートについて意見交換を求めた後、自らが選











分）2020 年 1 月 20 日(月) 
 前回の議論を踏まえ、この回ではグループごとに授業者が机間指導する形
で、批判点の妥当性について議論し合い、同時に英語によるパワーポイント





2020 年 1 月 27 日(月) 
 学生らには発表当日 3 日前までに授業者と指定討論者へパワーポイントの
完成版を送付するように伝えた。授業者はそれらを印刷し、受講者へ配布し
た。指定討論者は、発表に関するコメントを事前に作り、発表時に英語で質
問を行った。5 分の発表、2 分の質疑応答である。  
 
図２ プレゼンテーションの様子 
































































間は週当たりおよそ 38 時間に対して、わが国は小学校教員 54 時間、中学校
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教員 56 時間と多い。それにもかかわらず、職能開発に使用している時間は
国際平均が週当たり 2 時間に対して、小中ともに 0.5 時間前後である。「学び
続ける教師」を謳いながらも、実態は厳しい 3）。  
 教員養成課程に注目すれば、中央教育審議会教員養成部会のワーキンググ
ループは、教員養成に関わる他大学、他学科との共通開設を認める方向を示




















2 号では「教育 (学 )とトランスレーション」の特集を組んでいる。さらに教育
哲学の領域の議論としては以下を参照（齋藤他 2018）。  
２）例えば以下を参照（酒井  1997）。  
３）文部科学省ホームページを参照。  
（https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/20
19/06/19/1418199_1.pdf 最終アクセス 2020/02/20）。  
4）文部科学省ホームページを参照。  
（https://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/20
19/06/19/1418199_1.pdf 最終アクセス 2020/02/20）  
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